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ご来場の際にはホームページ（http : / /www.bosa i - s tudy .ne t）にて事前登録を
お願いします。
主催 ： 防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）
後援 ： 総務省消防庁、文部科学省、国土交通省、全国知事会、全国市長会、全国町村会、
　　　日本赤十字社、全国都道府県教育委員会連合会、日本PTA全国協議会

日　時：2011年2月26日(土)10:00～17:00
会　場：有明の丘基幹的広域防災拠点施設（東京・有明）
参加費：無料（事前登録受付：2011年2月22日まで）
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プ ロ グ ラ ム

防災教育チャレンジプランとは？

２月26日（土）
10:00～17:00

2010年度
防災教育チャレンジプラン
実践団体 成果発表

表彰

2011年度
防災教育チャレンジプラン
実践団体 プラン発表

全国の地域や学校で取り組まれつつある防災教育の場の拡大や質の向上に役立つ
共通の資産をつくることを目的に新しいチャレンジをサポートする取組です。

2010年度防災教育チャレンジプラン実践団体による成果発表と、新たに採択された2011年度防災教育チャレンジ
プラン実践団体による1年間の活動プランの発表を行います。

２０１０年度 防災教育チャレンジプラン ワークショップ

愛知県立半田商業高等学校 佐用高校農業科学科防災プロジェクトチーム

千葉県立市川西高等学校 千葉県立千葉西高等学校
愛知県立日進高等学校 岡山一宮高校防災チャレンジ 釜石市立釜石東中学校

社会福祉法人温真会 中士幌児童ステーション 中学生防災隊プロジェクト
特定非営利法人ディー・コレクティブ
高津養護学校 たかつ地域ネットワーク推進会議 なでしこ防災ネット

宮城県丸森町立丸森東中学校西の地防災きずな会 ( 自主防災組織）

西大和６自治会連絡会 「やさしい日本語」有志の会 滋賀県立彦根工業高等学校

【2010 年度防災教育チャレンジプラン実践団体】

2010 年度防災教育チャレンジプラン実践団体 受賞者への表彰
防災教育チャレンジプランサポーター認定

2011 年度防災教育チャレンジプラン実践団体 募集中！！
応募締切　12月 20 日（月）

応募方法などの詳細は、以下のURL よりご確認ください。

日　時 プログラム 発表団体

1

防災教育の実践

[最寄駅]

●りんかい線
　「国際展示場駅」より徒歩約４分
●ゆりかもめ
　「有明駅」より徒歩約２分

※当施設に駐車場はございません。

交通アクセス

（2010年11月29日現在、所属役職別50音順、敬称略）

  委員長
林　 春男　京都大学防災研究所巨大災害研究センター センター長・教授

市川 啓一　株式会社レスキューナウ 取締役会長
井上 浩一　防災ネットワークプラン 代表
鍵屋 　一　板橋区区民文化部 参事
木村 玲欧　富士常葉大学大学院環境防災研究科 准教授
国崎 信江　危機管理アドバイザー 危機管理教育研究所 代表
栗田 暢之　特定非営利活動法人レスキューストックヤード 代表理事
澤野 次郎　災害救援ボランティア推進委員会 委員長
篠田 貴司　東京都葛飾区立綾瀬中学校 教諭
鈴木 克明　熊本大学大学院社会文化科学研究科教授システム学専攻 教授
諏訪 清二　兵庫県立舞子高等学校環境防災科 科長
田村 　拓　株式会社ＣＳＫＩＴソリューション社 執行役員
中川 和之　株式会社時事通信社防災リスクマネジメントWeb 編集長
永田 宏和　特定非営利活動法人プラス・アーツ 理事長
平田 　直　東京大学地震研究所 所長・教授
福和 伸夫　名古屋大学大学院環境学研究科 教授
舩木 伸江　神戸学院大学学際教育機構防災・社会貢献ユニット 専任講師
松尾 知純　防災危機管理教育事業コンサルタント BOUSAI-GATE Partners 代表
南島 正重　東京都立小石川高等学校 主幹教諭

越智 繁雄　内閣府政策統括官(防災担当)付参事官(地震･火山･大規模水害対策担当）
五島 政一　国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究部 総括研究官
仲程 倫由　内閣府政策統括官(防災担当)付企画官(災害予防担当)
南山 力生　文部科学省研究開発局地震・防災研究課防災科学技術推進室 室長
横田 真二　総務省消防庁国民保護・防災部防災課 課長

全１７団体

中間報告会･
最終報告会

(ワークショップ)

2011 年度特別枠テーマ
「地域の特色を活かした防災力の向上」

チャレンジプラン成果をHP にて公開
http://bosai-study.net

http://bosai-study.net/boshu/index.html

応募資格　●防災教育を一層充実させたいと考えている教育・社会福祉施設
　　　　　　(保育施設・幼稚園・学校等)、教育委員会、NPO、地域団体(民 間事業
　　　　　　 所、各種団体、行政機関)、個人等
　　　　　●採用された場合は、実践団体決定会、中間報告会、最終報告会に出席
                           できること。(都内にて開催)
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